
(単位：千円）
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0 0 210 0 21 21 0 021 0 00 0 0再犯防止関連事業 0 0 0 0 0

国支出金 府支出額 起　　債 その他

総　　額

一般財源国支出金 府支出額 起　　債

総　　額

その他 一般財源一般財源 国支出金 府支出額 起　　債 その他 一般財源

事　　　　　　　　業　　　　　　　名

総　　額 総　　額

平成31年度当初予算市長復活査定総括票

30年度現計予算額 31年度当初総務部長内示額 31年度当初予算市長復活要求額 市長復活査定額
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◎ 大阪市が矯正施設所在自治体会議に参加しない理由について

大阪市にあるのは拘置所であり、刑事事件の被疑者として送致される施設である

再犯の防止等の推進に関する法律 ため、収容されている方の社会復帰に向けての取り組みは特に行っていない。

矯正施設所在自治体会議規約第13条第1項に関する規約 再犯防止施策との趣旨が合わないと考えられるので同会議へは参加していない。

よって、再犯防止施策に関連する施設所在地の自治体は大阪府下において全て

参加していると判断される。

平 成 31 年 度 復 活 要 求 額

(根拠法令）

［

［［

［復活理由

復活理由復活理由

復活理由］

］］

］

　当市にある「和泉学園」は大正12年萬願寺住職より創

設された少年保護団体「共善会」が発祥である。

　和泉学園の入院者は社会生活において非行や問題を

起こしたことで入院している。

　入院者は問題性の改善を進めることで社会復帰に向

けて出院することとなる。「再犯の防止等の推進に関す

る法律」に基づき、施設所在自治体として入院者と関わ

りを持ち、関連自治体とのネットワークを形成すること

で、再犯防止施策等を推進するため、自治体相互の情

報交換や調査研究が必要なため

部課名 福祉部生活支援課

事　　　業　　　内　　　容 予　　算　　要　　求　　内　　容

（目的）

地域を活性化し、住民が安心・安全に暮らせる社会を実

現する目的のため

・矯正施設所在自治体会議負担金

　　　　　　　　　　　　　　　　（10千円）

・矯正施設所在自治体会議旅費

　　　　　　　　　　　　　　　　（11千円）

　　　　　　　　　合計　　　　　21千円
(概要）

地域ぐるみの再犯防止施策の推進、矯正施設の人的・

物的資源を活用した地方創生策等のために、政策提

言、地域住民への啓発活動等を行うもの

21 0 0 0 0

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）

21

平成 31 年度総務部長復活内示額

21

債務負担行為

　　　　　　　　　　　　　　　　

平 成 31 年 度 当 初 総 務 部 長 内 示 額
0 0 0 0 0 0

平 成 31 年 度 当 初 要 求 額

21 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 21

平 成 30 年 度 当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0

平 成 30 年 度 現 計 予 算 額

0 0

21 0 0 0

国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源

平 成 29 年 度 決 算 額

0 0 0 0

総　　　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

査　定　総　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源

平成31年度当初予算　市長復活査定書

(目名） 社会福祉総務費 （細目名）再犯防止関連事業 （事業名） 再犯防止関連事業 （単位：千円）

別紙２


